
令和８年７月

第３次

山元町都市計画マスタープラン

（第１次立地適正化計画を含む）

概要版

宮城県山元町

※表紙・裏表紙の抽象画は、海と山に囲まれた山元町の地形を表現しています。













 

 

13 防災指針 

（１）災害リスクに対する考え方 
 

残存する災害リスクに対しては、被害を最小限にする 「減災」の考え方を基本方針とし、被災しても人命 
が失われないことを最重視して、ソフト対策にも取り組みます。 

津波災害の場合、山元町津波避難計画 (令和６年７月)による避難の考え方を踏まえ、津波到達時間と避 
難速度や距離を比較し、水平避難が可能な範囲内に居住誘導区域を定めています 。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

（２）防災まちづくりに向けた施策と実施時期 
防災指針では、頻発・激甚化する自然災害に備え、各災害リスクを把握した上で、居住誘導区域及び都 

市機能誘導区域における災害リスクに対する対応方針を整理します。 
整理した各災害リスクへの考え方及び取組方針を踏まえ、防災まちづくりの推進に向けた防災施策及 

び実施時期を設定します。 
 
 

 

立適 

徒歩避難距離が1,000ｍ以上の区域を誘導区域から除外 町

災害リスクの高いエリア(津波防災区域)からの移転支援 町

低減
(ハード)

津波避難を考慮した土地利用計画・施設配置、市街地の整備等 町

山元町津波避難計画の周知 町

低減
(ハード)

居住誘導区域における排水対策工事の促進及び予防 町

回避 土砂災害警戒区域等の災害リスクのある区域を誘導区域から除外 町

低減
(ハード)

宅地被害防止等の対策工事等 町

危険箇所の実態調査や安全性の把握、防災パトロールの強化等 町

回避 災害リスクの高いエリア（主に沿岸部）からの移転支援 町

低減
(ハード)

居住誘導区域における排水対策工事の促進及び予防 町

低減
(ハード)

防災重点ため池における対策工事の推進 町

低減
(ソフト)

防災重点ため池ハザードマップの周知、監視システムの導入等 町

共通
低減

(ソフト)
個別避難計画作成の推進、周知 町

町

町

町
町民

ハザードマップ（洪水・土砂災害編）や大規模盛土造成地マップ
等の活用などによる災害リスクの周知、避難体制の構築等

町

低減
(ソフト)

土砂災害

低減
(ソフト)

地盤データの収集・データベース化、状化ハザードマップの作成
及び対策手法の周知等

地震
(液状化)

ハザードマップ（洪水・土砂災害編）の活用などによる災害リス
クの周知、指定避難場所の周知等

低減
(ソフト)

内水

ため池

ハザードマップ（津波編）の活用等による災害リスクの周知、
地震・津波防災訓練の実施や避難体制の構築等

低減
(ソフト)

洪水
ハザードマップ（洪水・土砂災害編）の活用等による災害リスク
の周知、避難体制の構築等

項 目 取 組 方 針 主体
実 施 時 期

津波

回避

町
町民低減

(ソフト)

リスク
対応方針 短期

 (５年)
中期

 (10年)
長期

 (20年)

第一波到達時間 ｜ 最短 58 分 (磯浜) 
避難開始時間  ｜ 15 分 ※１ 
避難可能時間  ｜ 43 分 (58 分−15 分) 
歩行速度    ｜ 0.61ｍ/秒 ※１ 
速度補正係数① ｜ ×0.8 (夜間避難) 
速度補正係数② ｜ ×0.8 (冬季避難) 
補正後歩行速度 ｜ 0.39ｍ/秒 
※１.宮城県津波対策ガイドライン(R4.8 月)より 
  東日本大震災の実態調査結果 
避難可能距離 
43 分 (2,580 秒)×歩行速度 0.39ｍ/秒 
       ＝ 1,006ｍ ≒ 1,000m ※２ 
※２.徒歩避難が困難な方は、災害対策基本法に 
  基づく「個別避難計画」の推進により対応 

※ 津波以外の災害リスクへの対策は計画本編をご覧ください 



 

 

14 実現化方策 

（１）誘導施設の設定 
 

３地区の都市機能誘導区域において、現在立地している都市機能増進施設(医療・福祉・商業等)の区域外 
への転出を防ぐ「維持」の視点と、新たな施設を誘致し生活利便性の向上を図る「立地誘導」の視点から、 
誘導施設を設定しました。 

既存の施設は引き続き「維持」を図り、住民アンケートにより坂元地区では食料品等の買い回りが可能 
な商業施設の要望が高かったため、スーパーやドラッグストア等の「立地誘導」に努めることとしています。 

なお、誘導施設については、概ね５年ごとの計画見直しの際に、政策的判断を踏まえ見直します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）誘導施策 
 

居住誘導区域、都市機能誘導区域内への誘導を図るため、主に以下の施策を推進します。 
 

① 土地利用の誘導 

 

 

 
 

② 誘導区域における誘導施策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）目標値 
 

立地適正化計画に目標指標を設定し概ね５年ごとに分析・評価を行うよう努めます。 
 

① 居住誘導に係る目標                         ② 施設誘導に係る目標 

 

 

 

 

 
 

③ 公共交通に係る目標 （地域公共交通計画より）    ④ 防災に係る目標 
 

 

 

 
 

⑤ 財政に係る目標 （下段：地域公共交通計画より） 

立適 

－ ： 設定しない

都市機能 誘導施設
つばめの杜・山下地区

（中心拠点）
桜塚・合戦原地区
（医療・福祉拠点）

町・下郷地区
（生活・交流拠点）

行政  役場、役場支所 維持 － 維持

 公民館（集会所を除く） 維持 － 維持

 地域交流センター 維持 － 維持

 町民体育館・町民グラウンド － 維持 －

 インキュベーション施設 ※ － － 維持

 スーパーマーケット 維持 － 立地誘導

 ドラッグストア 維持 － 立地誘導

 コンビニエンスストア 維持 － 維持

 農水産物直売所 － － 維持

 地域包括支援センター － 維持 －

 基幹相談支援センター － 維持 －

 介護老人福祉施設、
 介護サービス施設、デイサービス施設

－ 維持 －

 子育て支援センター 維持 － －

 子ども家庭センター 維持 － －

 児童館 維持 － －

 放課後児童クラブ 維持 － －

 認定こども園、保育所 維持 維持 －

 こども送迎センター － － 維持

 幼稚園 維持 － －

 小学校 維持 － －

 中学校 維持 － －

 支援学校 － 維持 －

 病院 － 維持 －

 診療所 維持 － 維持

 介護老人保健施設 維持 － －

金融
 郵便局、銀行、農業協同組合
  (窓口を有する施設)

維持 維持 維持

誘導施設の設定

地域活動
・

交流

商業

介護
・

社会福祉

※ インキュベーション施設：起業や新規事業の立ち上げを目指す人々を支援し、挑戦の場や環境を提供する施設

子育て支援

教育

医療

検討内容
 居住誘導区域内で用途地域が指定されていない区域に対する 「用途地域の追加指定」
 （現在の住環境を将来にわたって保全するため、住居系の用途地域を検討します）

基本方針 主な施策

 ・居住誘導区域における防災・減災対策の推進  ・防災指針における防災施策の推進

 ・老朽化施設や耐震化が必要となる施設の更新  ・緊急性や重要性の高い施設の更新

 ・だれもが居住地と拠点及び拠点間を移動でき、
 ・快適に暮らせる公共交通ネットワークの形成

 ・地域公共交通計画に基づく取組の推進
 ・鉄道駅を生かしたパーク＆ライドの促進
 ・既存道路の維持管理

 ・公共施設の適正配置による機能充実や財政負担
 ・の軽減による公共サービスの維持・拡充

 ・公共施設個別施設計画等に基づく公共施設の適正配置

 ・人口密度の維持による都市のスポンジ化（空き地や
　 低未利用地が市街地に点在する現象）を防止し、
' ・良好な都市環境を維持

 ・空家等対策計画に基づく空き家等の活用支援及び低未利用地の
 ・活用
 ・住宅地整備の促進
 ・移住・定住支援の継続

 ・都市機能を維持し、住み続けられる住環境の維持
 ・公共施設の再編事業の推進
 ・公的不動産の有効活用の促進
 ・届出制度を活用した都市機能誘導施設の維持・誘導

 ・まちのにぎわい向上につながる各拠点の発展  ・都市機能誘導区域周辺の住宅地整備

 ・新たな産業の展開や交流人口の拡大

 ・地域活動や交流機能を有する誘導施設を活用し、世代を超えた
 ・人々の多様な交流の創出
 ・商業施設の立地誘導
 ・農水産物直売所及びインキュベーション施設の活用促進、PR強化

 だれもが「ここに住み続けたい」と思える安心して定住できる都市づくり

 人がつどい、にぎわいが日常になる都市づくり

 防災・減災の先進地として安全・安心な基盤を確立する都市づくり

 多くの交通軸により、小さな生活圏で軽やかな暮らしができる都市づくり

目標指標 基準値 (2025年) 目標値 (2045年)

 つばめの杜・山下地区 22施設 維持または増加

 桜塚・合戦原地区 11施設 維持または増加

 町・下郷地区 11施設 維持または増加

目標指標 基準値 (2025年) 目標値 (2045年)

 第一種津波防災区域
 から居住誘導区域への
 転入世帯数

21世帯 ３世帯

目標指標 基準値 (2020年) 目標値 (2045年)

 居住誘導区域内の
 人口維持
 (税収減少の抑制)

3,861人 基準値以上

 町民バス等運行事業
 の延べ利用者１人
 あたりの運行経費 ※

2,242円/人 基準値以下

目標指標 基準値 目標値 (2045年)

 路線定期運行型バス
 の登録者数 ※

－ 25人

目標指標 基準値 (2020年) 目標値 (2045年)

 つばめの杜・山下地区 23.54人/ha 基準値以上

 桜塚・合戦原地区 11.68人/ha 基準値以上

 町・下郷地区 15.98人/ha 基準値以上

（４）届出制度 
都市再生特別措置法第 88 条及び第 108 条に基

づき、①居住誘導区域外で一定規模以上の住宅開
発を行う場合、②都市機能誘導区域外で誘導施設
を有する建築物の新改築、用途変更を行う場合、
③都市機能誘導区域内で誘導施設を休止・廃止す
る場合等は町に届出が必要となります。 
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